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医師の面接指導

勤務間インターバル

取り組み事例



医師の上限規制



•令和6年度から医師も時間外労働の上限規制が適用

•時間外労働・休日労働時間数の上限は960時間（A水準）

•B、C水準の指定を受ければ、年1,860時間となるが、令
和5年度末までに手続きを終了させる必要がある。

水準指定とは
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•B水準（特定地域医療提供機関）

地域医療を確保するため

•連携B水準（連携型特定地域医療提供機関）

医師派遣を通じて、地域医療の確保に必要な役割を担うため

• C-1水準（技能向上集中研修機関）

臨床研修・専門研修医の研修のため

• C-2水準（特定高度技能研修機関）

高度な技能の習得のため

※B・C水準の指定を受けなければ、A水準となる。

Ｂ･Ｃ水準とは
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•原則
時間外労働時間数 月45時間 年360時間

•特別条項を定めた場合
時間外・休日労働時間数 月100時間未満 年960時間

※時間外と休日労働時間数の区別に注意。
※特定医師（診察を直接の目的とする医師）が含まれる場合は、
様式第9号の4（特別条項がある場合は第9号の5）を使用。

指定を受けない場合の36協定は
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•原則
時間外労働時間数 月45時間 年360時間

•特別条項を定めた場合
時間外・休日労働時間数 月100時間未満 年1,860時間

BC水準の指定を受けた場合の36協定の上限
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•いずれの水準が適用される場合も、月の時間外・休日労
働時間数の上限は100時間未満となる。（特別条項がな
い場合も）

•追加的健康確保措置の「面接指導」を実施した場合、
「月100時間未満」のルールが適用されないこととなる。
（ただし、月の上限時間数は設定する必要がある。）

月の上限時間数は
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05

兼業・副業の
場合の時間管理



•副業・兼業時の労働時間は通算する。（労基法第38条）

•通算方法は労働者のである医師の申告により行われる。
（「申告等がなかった場合には労働時間の通算は要せ
ず」（令和2年9月1日付け基発0901第3号））

•適切な労務管理が行われるよう、医療機関において把握
するためのルールを明確化し、医師も適切に申告する必
要がある。

副業・兼業時の労働時間の考え方
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1. 36協定の上限

2. 医師の面接指導

3. 勤務間インターバル

何に影響するのか

11



•36協定の上限について、副業・兼業時間が影響する。

•「時間外・休日労働時間数」として定められた時間につ
いては、労働時間を通算する必要がある。

•36協定の年間の時間外・休日労働時間数の上限内とする
必要がある。

（A水準 年間960時間、B・C水準 年間1860時間）

1.36協定の上限について
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•時間外・休日労働時間数が月100時間に達するまでの間
に実施する必要がある。

•日々の時間の管理を行わなければ、「100時間に達する
前」に実施することは難しい。

•実務上は、100時間に達する前の段階で、一律に実施す
ることとなるのでは。

•医師の面接指導は、勤務している全ての医療機関で実施
する必要があることに注意。

2.医師の面接指導について
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•勤務間インターバルにおいても、労働時間は通算する。
（A水準であったとしても通算する）

•代償休息は、できるだけ早く付与する。制度上は、翌月
末（C1水準は別）までに付与する必要がある。

•代償休息について、どの医療機関で取得させるかは、医
療機関間で調整する必要がある。

3.勤務間インターバルについて
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•医師が申告しなかった場合はどうすればいいのか。

•派遣先においても管理が必要なのか。

•副業・兼業の場合の割増賃金の計算を正確に。

注意点
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兼業する場合の上限は

引用:医師の働き方改革の推進に関する検討会
中間とりまとめ参考資料
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【前提】 主たる勤務先:A（960時間設定）

兼業先 :A（960時間設定）

主の勤務先の上限 960時間

兼業先の上限 960時間

合計の上限 960時間

Ａ水準の兼業
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【前提】 主たる勤務先:連携B（960時間設定）

兼業先 :A （960時間設定）

主の勤務先の上限 960時間

兼業先の上限 960時間

合計の上限 1,860時間

連携Ｂの兼業
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【前提】 主たる勤務先:B.C（1,860時間設定）

兼業先 :A （960時間設定）

主の勤務先の上限 1,860時間

兼業先の上限 960時間

合計の上限 1,860時間

B、C水準の兼業① （※連携Bを除く）
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【前提】 主たる勤務先:B.C（1,860時間設定）

兼業先 :B.C（1,860時間設定）

主の勤務先の上限 1,860時間

兼業先の上限 1,860時間

合計の上限 1,860時間

B、C水準の兼業② （※連携Bを除く）
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医師の面接指導



「追加的健康確保措置」の一つ

医師に対する面接指導とは

①連続勤務時間制限・勤務間インターバル
（A水準は努力義務、B・C水準は義務）

②面接指導と就業上の措置
（時間外・休日労働時間数が月100時間以上にな
ることが見込まれる医師に対して、水準に関係な
く必要）
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実施義務者 → 「管理者」

面接指導を行う医師 → 「面接指導実施医師」

「管理者」とは
病院若しくは診療所の開設者が当該病院若しくは当
該診療所を管理させることとした者又は介護老人保
健施設若しくは介護医療院の開設者が当該介護老人
保健施設若しくは当該介護医療院を管理させること
とした者

誰が行うのか（「管理者」とは）
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面接指導実施医師の要件は、
①勤務している医療機関の管理者ではないこと。
②「面接指導実施医師養成講習会」を受講した医師。
（「医療機関勤務環境評価センター」ホームページの「面
接指導実施医師養成ナビ」を参考に）

「面接指導実施医師」は産業医でなくても可。（①、②の要
件を満たしていなければ、産業医でも不可。）

人数の決まりはない。直接の上司は避けることが望ましい。

誰が行うのか（「面接指導実施医師」とは）
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水準に関係なく時間外・休日労働時間数が月に100
時間以上となる前。

（Ａ水準の場合、疲労の蓄積が認められない場合は、
100時間以上となった後遅滞なくでも可能。）

いつ実施するのか
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一定の疲労の蓄積が認められる場合とは、以下のいずれかに
該当する場合。

• 前月の時間外・休日労働時間数が100時間以上。
• 直近２週間の１日の平均睡眠時間が６時間未満。
• 平成16年6月に公開した「労働者の疲労蓄積度自己診断

チェックリスト」において、自覚症状がⅣ又は負担度の点
数が４以上。

• 面接指導の希望があること。

「疲労の蓄積が認められない場合（Ａ水準）」とは
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出典 厚生労働省 医師の働き方改革2024年4月までの手続きガイドライン

具体的な実施時期について
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ア 面接指導対象医師の勤務の状況

イ 当該面接指導対象医師の睡眠の状況

ウ 当該面接指導対象医師の疲労の蓄積の状況

エ イ及びウに掲げるもののほか、当該面接指導対象
医師の心身の状況

オ 面接指導を受ける意思の有無

ア～オを面接指導実施医師に情報提供する

「管理者」からの「面接指導実施医師」への情報提供
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ア 勤務の状況

（労働時間や労働時間以外で留意すべき事項があるか）

イ 睡眠の状況

（睡眠評価表等により確認）

ウ 疲労の蓄積の状況

（自己診断チェックリスト等により確認）

エ 心身の状況

「面接指導実施医師」は何を確認するのか
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面接指導実施医師は、

•面接指導結果とそれに対する意見

•本人への指導内容と管理者への意見

•署名等を記載した書面

を作成する。

面接指導実施後

30



•遅滞なく面接指導を行った医師の意見を聴く。

•必要と認める場合には、労働時間の短縮、宿直回数の減少そ
の他の適切な措置を実施。（労基則第69条の3第2項）

•時間外・休日労働時間数が155時間を超える場合は、遅滞な
く上記の必要な措置を講じる必要がある。

•管理者は面接指導の結果の記録を5年間保存しておく。

実施した結果、「管理者」は何を行うのか
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1. 「100時間以上となることが見込まれる」には、副業・
兼業先の労働時間も含まれる。

2. 副業・兼業している医師の面接指導は、勤務する全ての
医療機関で行う必要がある。（面接指導の結果を証明す
る書類が機関に提出されれば、改めて実施する必要はな
い。）

この場合、面接指導を実施する医療機関は、医師と医療
機関で相談して決定する。

副業・兼業時の注意点
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勤務間インターバル



• 理解することの難しさ（参考となる資料の少なさ）

• 理解してもらうことの難しさ（人事総務の担当者と勤務シフ
トを組む担当者が異なる場合）

• 問い合わせ先の分かりにくさ（監督署ではない）

→実務に落とし込むことが難しい

難しさの理由
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• 長時間労働となる医師の健康を確保するための措
置としての「追加的健康確保措置」の一つ。
1 医師に対する面接指導

2 勤務間インターバル

• 勤務の終了から次の勤務の開始までの間に、一定
の時間を確保すること。

勤務間インターバルとは
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①B・C水準の医師の場合（義務）

・年間の時間外・休日労働時間数が960時間を超えることが
見込まれる者

②A水準の医師の場合（努力義務）

・時間外労働時間数が720時間を超えることが見込まれる者

・一ヶ月について時間外労働が45時間を超える月数が年6ヶ
月を超えることが見込まれる者

上記いずれかの要件に該当する者が努力義務となる。

対象となる医師は
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1 勤務間インターバルの基本ルールの理解

2 代償休息の必要性の判断

3 代償休息の取得方法

運用するためには
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①始業から24時間以内に9時間の連続した休息時間を確保
（通常の日勤及び宿日直許可のる宿日直に従事する場合）

②始業から46時間以内に18時間の連続した休息時間を確
保（宿日直許可のない医療法上の宿日直に従事する場合）

※事前に勤務シフトで定めておく必要がある。

1 勤務間インターバルの基本ルール（1）
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基本ルール②の「宿日直の許可のない医療法上の宿日直に従
事する場合」とは、次の1、2いずれにも該当する場合に適用。

1 宿日直許可がない宿日直

2 医療法上の宿日直（⼊院患者の病状が急変した場合におい
ても適切な治療を提供することができるよう、当該診療所
の医師が速やかに診療を行う体制を確保することが目的）

※宿日直許可のない通常業務（医療法上の宿日直に該当しない
業務）を行う場合は、その業務が夜間に行われていても、基本
ルール①を適用。

1 勤務間インターバルの基本ルール（2）
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【基本ルールのまとめ】

1. 通常業務・夜間休日に通常業務 →基本ルール①

2. 医療法上の宿日直（9時間以上の許可あり）→基本ルール①

3. 医療法上の宿日直（許可なし） →基本ルール②

4. 医療法上の宿日直で、9時間未満の許可と許可なしの時間が
混在

→基本ルール①か基本ルール②を選択（ただし、①の場合は、
宿日直の時間以外で9時間の休息時間の確保が必要。）

1 勤務間インターバルの基本ルール（3）
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• 基本ルール①、②の連続休息が確保できなかった場合には、
代償休息を付与する必要がある。（「連続」して9時間又
は18時間の休息時間が確保されている場合は、代償休息
の必要はない。）

• 許可のある宿日直に連続して9時間以上従事した場合は、
9時間の休息時間が確保されたものとみなせる。（※基本
ルール①を適用する場合のみ。宿日直翌日のインターバル
（18時間の休息）中に許可有り宿日直はできない。）

2 代償休息の必要性の判断（1）
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• 許可のある宿日直に連続して9時間以上従事した場合に、
通常業務を行った際の配慮義務が発生することがある。
（十分な睡眠が確保出来なかった場合。）

• 配慮義務とは、休暇の取得の呼びかけ等の休息時間を確保
するための何らかの取り組みを行う義務。

• 配慮義務はC-1（臨床研修医）にはない。（義務となる）

2 代償休息の必要性の判断（2）
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• 翌月末までに付与する（Ｃ-1の臨床研修医は別）

• 次の日の始業時刻をずらす、勤務時間中に付与する等
の方法により付与。

• 予定された勤務間インターバルの時間以外の休息時間
で付与することが可能（他の休息時間に充当すること
も可能）

3 代償休息の付与方法
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①始業から24時間以内に9時間の連続した休息時間を確保
（通常の日勤及び宿日直許可のる宿日直に従事する場合）

②始業から48時間以内に24時間の連続した休息時間を確保
（宿日直許可のない宿日直に従事する場合）

Ｃ-1水準の場合（基本ルール・臨床研修医のみ）
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次の①～③を要件として代償休息の付与を認める

1. 臨床研修における必要性から、オンコール又は宿日直
許可のある宿日直への従事が必要な場合に限る。

2. 募集時に代償休息を付与する形式での研修を実施する
旨を明示する。

3. 代償休息の付与期限は原則①その診療科の研修期間内
又は②翌月末の早い日とし、①が早いがやむを得ず付
与できなかった場合は、例外的に②とする。

Ｃ-1水準（臨床研修医）の代償休息
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• 対象は医業に従事する医師のみ。

• 「労働時間等設定改善法」に定める勤務間インターバ
ル制度とは異なることに注意。

• 兼業・副業の場合、どちらで代償休息を取るのか調整
が必要。

その他の注意点
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取り組み事例



• 「勤務環境改善に向けた好事例集 令和5年3月」を参考に。

• 何か一つ行えば解決できるというものではない。「体制(人員)
の整備」「業務内容の整備」「法令に沿う形の労務管理の整
備・周知」等を並行して行う必要がある。

• 現場からの意見を取り込むことが必要。また、現場(管理者も
含む)に対する労務管理のルールの周知も前提。

• 「好事例集」については、各医療機関の状況によっては、参考
とならないケースもある。ただ、取⼊れが可能な部分があれば、
関係者(勤改センターのアドバイザー等)を含めて検討を。

取り組み事例紹介の前に
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参考資料
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面接指導実施医師養成ナビ医師の働き方改革2024年4月ま
での手続きガイドライン

勤務環境改善に向けた好事例集


